
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
 

 

 

 

 

 

令和６年度 
第１回四万十市産業振興計画フォローアップ委員会 

１ 四万十市の人口状況等 
２ 四万十市の産業状況等 
３ 令和６年度上半期の各産業分野の動き  

４ 産業振興計画 Ver2 の今後の取り扱いについて   

資 料 １ 

農業 

林業 

商工業 

観光 

水産業 
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１ 四万十市の人口状況等① 

+0人 +0人
▲184人
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

差①四万十市人口推計（人口ビジョンベース）

差（社人研－趨勢人口） 趨勢人口 社人研H30推計準拠 戦略人口

※太字は国調実績値

県推計人口（四万十市）10/1基準

・2022年 31,837人

（前年比▲451人、▲1.39%）

・2023年 31,303人

（前年比▲534人、▲1.67%）

１ 四万十市の人口について 

●人口ビジョン５年間 

▲316人 ▲242人 ▲259人 ▲313人 ▲221人 ▲236人 ▲294人
▲331人 ▲374人 ▲393人
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②自然動態の推移

自然増減 出生数 死亡数 出典：人口動態調査（厚生労働省）
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④四万十市年齢３区分別人口推移

15歳未満 15～64歳 65歳以上 出典:国勢調査及び高知県人口推計

11.9% 11.7% 11.6% 11.5% 11.3% 11.2% 11.1% 10.9% 10.9%

53.9% 53.4% 53.0% 52.4% 52.0% 51.7% 51.2% 51.0% 50.8%
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⑤四万十市年齢３区分割合推移

15歳未満 15～64歳 65歳以上 出典:国勢調査及び高知県人口推計
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出典：国勢調査（基準日10/1）

⑥四万十市業種別就業者数

２ 生産年齢人口と就業者数 
圏・四国等の転入超過推移 
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③社会動態の推移

社会増減 転入者 転出者 出典:住民基本台帳移動報告（総務省）
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２ 四万十市の産業状況等① 

市内総生産額 1.07

市内総生産額（一次

産業） 1.13

市内総生産額（二

次産業） 1.27

市内総生産額（三

次産業） 1.03

製造品出荷額等

1.52

商業年間商品

販売額 1.22 

製造業現金給

与総額 1.0 

製造業現金給与総額

1.36 

生産年齢人口 0.78

原木生産量

1.06

観光入込客数 0.82

0.7

0.8

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

98,679 101,103 101,049 101,507 100,964 100,511
95,184 97,650

12,094 
13,631 11,804 12,614 12,910 11,579 

15,017 
15,078 

4,291 

4,341 
4,639 

4,832 4,258 
3,926 

3,610 
3,562 

116,043 

119,841 118,107 119,672 
118,950 

116,667 114,501 117,630 
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度

百万円 第1次産業 第2次産業 第3次産業

３ 四万十市の生産・販売・出荷額の状況 

１ 高知県内の業況判断 

２ 市内総生産額 

平成23年を基準 
（１とする） 

  産業振興計画 

 
令和２年度 令和３年度 

県内総生産額 ２兆3,542億円（▲4.5％） ２兆3,764億円 (+0.9％) 

総生産額が1,000億
円を超える市町村 

①高知市１兆1,496億円（▲5.2％） 
（※県内総生産の48.8％） 
②南国市  1,981億円（▲1.9％） 
③四万十市 1,145億円（▲2.1％） 

①高知市１兆1,501億円（+0.1％） 
（※県内総生産の48.4％） 
②南国市  2,129億円（＋7.5％） 
③四万十市 1,176億円（+2.7％） 
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※R06/12月期は先行き
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食料品 はん用・生産用・業務用機械 ※R06/12月期は先行き

 産業振興計画 
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業況判断D.I.（全産業：高知県内）

単位:｢良い｣－｢悪い｣社数の構成比 ％ポイント 出典:日本銀行高知支店の資料をもとに作成

消費税増税(8⇒10%)

景気回復期(ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ)

新型コロナ感染拡大

※R06/12月期は先行き

ウクライナ侵攻

燃料高・物価高・円安
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※記号の「－」は該当数値無し、「X」は秘匿とするもの                    

産業分類（中・小） H30年 R１年 R２年 R３年 
前年比 
(R3/R2) 

09食料品製造業 820,721 751,463 706,247 707,305 100.2% 

091畜産食料品製造業 672,109 617,032 588,231 604,517 102.8% 

092水産食料品製造業 83,118 86,284 X 74,390 X 

093野菜缶詰・果実缶詰・農産
保存食料品製造業 

X － X － － 

094調味料製造業 X X X X X 

097パン・菓子製造業 18,747 15,117 9,829 10,087 102.6% 

099その他の食料品製造業 33,301 21,214 X 5,891 X 

21窯業・土石製品製造業 216,729 153,961 169,519 156,423 92.3% 

212セメント・同製品製造業 X X X X X 

218骨材・石工品等製造業 X X X X X 

12木材・木製品製造業 83,748 83,656 76,951 62,602 81.4% 

121製材業、木製品製造業 83,748 83,656 76,951 62,602 81.4% 

その他 429,980 411,166 353,542 348,682 98.6% 

合計 1,551,178 1,400,246 1,306,259 1,275,012 97.6% 

２ 四万十市の産業状況等②  

358,591 387,640 429,980 411,166 353,542 348,682 

91,434 80,496 83,748 83,656 
76,951 62,602 

172,602 203,909 216,729 153,961 
169,519 156,423 

116,859 
110,207 

129,865 
119,314 

108,187 92,701 

18,291 21,285 
18,747 

15,117 9,829 
10,087 

539,694 
597,221 

672,109 
617,032 

588,231 604,517 

1,297,471 

1,400,758 

1,551,178 

1,400,246 1,306,259 

1,275,012 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年

万円

その他 一般製材、木材チップ製造業など
セメント・同製品、骨材・石工品等製造業 その他の食料品製造業など
パン・菓子製造業 畜産食料品製造業

７ 四万十市製造品出荷額等上位３区分（中分類） 

①
食
料
品 

②
窯
業･

土
石 

③
木
材･

木
製
品 

令和３年に「食料品製造業」が全体に占める割合は55.5% 
そのうち「畜産食料品製造業」が占める割合は85.7%（全体の47.4%） 

６ 有効求人倍率 

５ 県内の経済概況（消費：令和元年同月比） 

４ 鉱工業統計指数 
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1.10
1.16
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全国 高知県 ﾊﾛｰﾜｰｸ四万十所

月別

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0
高知県鉱工業生産指数（季節調整済指数）

製造工業総合 窯業・土石製品工業 木材・木製品工業 食料品工業

(平成27年＝100)

出典:鉱工業生産指数の動向(高知県統計分析課)をもとに作成
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高知県経済概況（消費：R1同月比）

衣料品 飲食料品 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ販売額

家電大型専門店販売額 ドラックストア販売額 ホームセンター販売額

新車登録・届出台数 主要観光施設入込客数 有料道路利用実績

出典:高知県経済概況をもとに作成
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分野 令和６年度上半期  

農 

業 

分 

野 

１ 産地としての維持・強化 

⑴ ぶしゅかんの産地づくり【連携AP３・農AP１】➡資料2 P.2 

・ぶしゅかん産地化・普及推進事業 

新規定植、有害鳥獣対策防護柵設置の支援 

・ぶしゅかん販売促進活動（四万十ぶしゅかん(株)） 

 仲卸会社、製薬会社等への販売促進活動を展開 

⑵ 栗の産地再生【連携AP３・農AP３】➡資料2 P.2 

・栗暮プロジェクト  

西土佐橘地区実証農園運営、水田転換・新改植の推進 

⑶ 米ナスの振興【連携AP１・農AP４】➡資料2 P.1 

・ナスフェス、「ガブっと米ナス」キャンペーンでの 

米ナスメニューPR 

（西土佐地域産業振興推進協議会）  

⑷ 有望品目の産地強化【農AP５】➡資料2 P.7、8 

・レンタルハウス整備事業、野菜価格安定事業など 

⑸ 環境保全型農業の推進【農AP７】➡資料2 P.8 

・環境保全型農業直接支払交付金事業（37ha） 

⑹ 農作業支援体制の充実【農業AP11】➡資料2 P.9 

 ・無料職業紹介所（中村10件） 

  ・農作業支援隊による労働力確保事業（堆肥散布） 

２ 地元農畜産物の利用・販売促進 

⑴ ブランド化の推進【連携AP３・農AP16】➡資料2 P.2 

・しまんと100年プロジェクト 

しまんと農法米普及促進 

 販売促進活動としてPR動画作成、チラシ作成・配布、小袋作成の検討等 

３ 担い手の確保・育成 

⑴ 新規就農者の確保育成、認定農業者の育成【農AP20～24】➡資料2 P.10 

・新規就農者、認定農業者への支援やフォローアップを継続 

新規就農研修支援（中村３人、西土佐１人） 

認定農業者：124名（R6.3.31） 

⑵ 集落営農の推進【農AP９､10】➡資料2 P.8、9 

・組織化、法人化への誘導、既存組織のフォローアップ 

中村地域営農協議会（組織間連携）の役員会開催 

集落営農組織31 法人組織８ 

・地域営農支援事業（上半期分補助予定額） 

ソフト事業１組織：300千円、ハード事業２組織：22,925千円 

４ 農地の利用促進  

⑴ 農地利用の円滑化【農AP25～27】➡資料2 P.10、11 

 ・地域計画策定に向けた協議を実施 

⑵ 耕作放棄地の再生及び発生防止対策【農AP27】 

 ・中山間地域等直接支払交付金 組織数：50組織 

 ・多面的機能支払交付金    組織数：57組織 

   

３ 令和６年度上半期の各産業分野の動き①（主なもの）  

農業産出額 R６目標:45 億円以上、認定農業者数 R６目標:150 人以上 

橘実証農園 

 

 

34億円

34.8億円
40.1億円

43.1億円
41.8億円

34.4億円

35.0億円

32.5億円

32.5億円
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40億円
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H26年H27年H28年H29年H30年H31年 R2年 R3年 R4年

農業産出額と認定農業者数

農業産出額 認定農業者数(年度)

1,237百万円

1,303百万円

1,312百万円

1,301百万円

1,348百万円

1,198百万円

1,217百万円

1,252百万円

9,534百万円

9,845百万円

10,287百万円

10,061百万円

10,468百万円

10,466百万円

10,238百万円

10,283百万円

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年
出典：高知県の園芸（高知県）

農水産物等直販所の状況

四万十市 高知県

18.0t

40.5t

29.6t

18.0t23.3t

30.9t

553.0t

639.4t

290.1t

224.2t

0.0t

200.0t

400.0t

600.0t

800.0t

0.0t

20.0t

40.0t

60.0t

80.0t

H29 H30 H31 R２ R３ R４ R５

戦略品目等の生産量

ぶしゅかん 栗 しまんと農法米 ゆず 米ナス

9.7ha

ぶしゅかん15.1ha

6.15ha しまんと農法米 8.90ha

4.77ha 米ナス 3.50ha

45.8ha

栗 60.2ha

44.1ha

ゆず 44.1ha

20.0ha

30.0ha

40.0ha

50.0ha

60.0ha

70.0ha

0.0ha

5.0ha

10.0ha

15.0ha

20.0ha

25.0ha

30.0ha

H29 H30 H31 R２ R３ R４ R５

戦略品目の栽培面積
※ぶしゅかん

は新植面積

29組織

30組織33組織

31組織
31組織

31組織

31組織

31組織

31組織

5法人

4法人 4法人 4法人
5法人 7法人8法人 8法人 8法人

0

5

10

15

20

25

30

35

H27 H28 H29 H30 H31 R２ R３ R４ R５

集落営農組織数及び農業経営法人数

集落営農組織数 農業経営を行う法人数

1,780ha 1,750ha 1,730ha 1,720ha 1,700ha

390ha 391ha 392ha 392ha 393ha

2,170ha 2,140ha
2,120ha 2,110ha 2,090ha

1,128.3ha 1,141.7ha

1,142.3ha
1,142.3ha

1,142.3ha

500ha

1,000ha

1,500ha

2,000ha

令和１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

耕地面積及び圃場整備面積

田耕地面積

出典）耕地面積：作物統計調査（農水省）

ぶしゅかん目慣らし会 
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分野 令和６年度上半期  

林 

業 

分 

野 

１ 四万十の山づくり 

⑴ 長期視点に立った産地づくり【林AP１～３】➡資料2 P.12 

・森林経営管理制度の運営（森林環境譲与税） 

意向調査業務57.48ha、林況調査771ha、作業道開設1,500m 

⑵ 林業事業体及び林業技術者の育成支援【林AP９】➡資料2 P.13 

・緑の雇用事業活用（R6新規４人） 

・林業担い手育成支援事業（森林環境譲与税） 

緑の雇用で新規就業者を雇用する事業体を 

支援：7,920千円（60千円×12月×11人） 

⑶ 兼業型林業事業者の育成支援林【林AP10】➡資料2 P.14 

・原木増産推進事業（バックホウ等レンタル補助２人） 

⑷ 自伐林家等の育成【林AP11】 

２ 供給体制の強化  

⑴ 木材・木工製品の生産の拡大・商品力強化【連携AP４・林AP12】 

・四万十ヒノキブランド化の推進（原木の育成・施業方法・付加価値化の検討 等） 

３ 市産材の利用促進と販売力の強化 

⑴ 木造住宅建築促進【連携AP１・林AP14】 

・市産材利用促進事業の継続（申請見込30件） 

⑵ 四万十ヒノキブランドの確立【連携AP４・林AP18】 

・四万十ヒノキの家見学、宿泊体験 

見学66名、宿泊延べ12組・45名（６月末現在） 

４ 健全な森づくり 

⑴ 鳥獣被害対策【林AP８・AP21】 

・有害鳥獣捕獲支援、防護ネット設置支援、新規狩猟者の受講料支援の継続 

 

水 

産 

分 

野 

１ 水産資源の回復・生産量ＵＰ 

⑴ 天然水産資源の回復・増殖【水 AP１～２】➡資料 2 P.16 

・ヒトエグサ漁場整備（下流漁協） 

・四万十川自然再生事業（国土交通省､四万十川自然再生協議会） 

アユの産卵場整備やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査などを継続 

⑵ 栽培漁業等の推進【水 AP３～５】➡資料 2 P.16 

・種苗放流の継続（西部､中央､下流漁協） 

アユ、うなぎ、アメゴ 

・ヒトエグサ漁場環境調査（下流漁協） 

・四万十産川ノリ陸上養殖場整備事業：20,481千円 

・しまんと海藻エコイノベーション共創拠点（高知大学）の整備（下半期） 

 高知大学との連携による海藻を基盤とした地域拠点の整備・推進 

⑶ 地域に根差した資源管理の仕組みづくり➡資料 2 P.16 

・テナガエビ類の禁漁（９月～３月）継続、禁漁期間の周知 

２ 水産物の加工・販売促進 

⑴ 販売力の強化と販路拡大【連携 AP８・水 AP11～12】➡資料 2 P.5 

・県や商工会等と連携したブランド化の推進  

３ 水産資源を活用した交流の拡大 

⑴  体験教室等の開催【水 AP16】➡資料 2 P.17 

・川漁体験学習、水辺の楽校、親子川漁体験等の実施 

 

 

３ 令和６年度上半期の各産業分野の動き②（主なもの）  

内水面漁業漁獲量 R６目標:50ｔ以上  海面漁業漁獲量 R６目標:15ｔ以上 

原木生産量 R６目標:75,000 ㎥以上 
木材・木製品製造品出荷額等 R６目標:９億円以上 

 

 

 

 

➡資料 2 P.2 

➡資料 2 P.1 

➡資料 2 P.2 

➡資料 2 P.13 

93,790㎥

52,540㎥
57,146㎥

71,945㎥

55,025㎥

68,396㎥

67,311㎥

62,964㎥

833百万円

855百万円

914百万円

805百万円

837百万円

837百万円
770百万円

626百万円

千㎥

20千㎥

40千㎥

60千㎥

80千㎥

100千㎥

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

原木生産量と木材・木製品製造品出荷額等

原木生産量 木材・木製品製造品出荷額等 18人 13人 10人 10人 7人 10人 12人

50人 52人 53人 49人 36人 37人 36人

35人 39人 36人 47人
54人 48人 51人

39人 40人 39人 31人
29人 28人 28人

117人 116人

118人

114人
107人

106人

111人

259人 260人 256人 251人233人 229人 238人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年
出典）高知県の森林・

林業・木材産業

四万十市林業就業者数（年代別）

～29歳 30～39歳 40～49歳
50～59歳 60歳以上

10,915円 9,893円
13,436円 13,343円

11,186円

14,843円

13,671円

23,006円 18,206円 17,267円

6,000円/㎥

10,000円/㎥

14,000円/㎥

18,000円/㎥

22,000円/㎥

26,000円/㎥

H31 R２ R３ R４ R５

素材平均単価推移（高知県森林組合連合会） スギ ヒノキ

16t 27t
16t

15t

23t

34t 28t

3t 3t 3t 3t 3t 3t 3t

0t

10t

20t

30t

40t

H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

あゆ・うなぎ漁獲量推移

アユ うなぎ

0.4t

4t

0.3t
3t 0t

0t
0t 0t 0t

18t

11t

5t

7t 8t

3t
1t 0t 0t

0.0t

5.0t

10.0t

15.0t

20.0t

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

藻類漁獲量の推移

スジアオノリ ヒトエグサ

65.0t

62.0t 34.3t

49.0t

37.0t

29.0t 36.0t

47.0t

41.0t

22.0t

17.0t

17.0t

14.0t

13.0t
0.0t

20.0t

40.0t

60.0t

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

内水面・海面漁業漁獲量

内水面漁業漁獲量 海面漁業漁獲量

 

陸上養殖整備事業 
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分野 令和６年度上半期  

商
工
業
分
野 

１ 顧客に選ばれる商工業の振興 

⑴ 商品の販路開拓・販売促進【連携 AP２、８・商 AP４】➡資料 2 P.1、4 

  ・県内外における地産外商活動の推進 

  ・特産品等販売促進事業（商談会出展等の支援） 

  ・販路拡大支援事業費補助金（物価高騰対策） 

   交付決定：２件 800千円  

  ・新食肉センター整備推進事業 

   関係自治体・団体等で構成する検討会開催 

一般社団法人四万十食肉公社設立（７月） 

２ 中心市街地・商店街等の活性化 

⑴  回遊性と集客力向上のための拠点づくり【連携 AP２・商 AP10】 

・中心市街地にぎわい拠点施設を核とした商店街等性化事業➡資料 2 P.1 

拠点施設を核とした商店街活性化の協議（月１回）、商店街広報誌・店舗紹介 

サービス、活性化イベントの実施など 

・四万十市総合文化センター（しまんとぴあ）開館（R6.4.29）➡資料 2 P.18、19 

市主催・共催イベントの実施 

⑵ 日常の賑わいにつながる仕組みづくり【商 AP12】➡資料 2 P.19 
・チャレンジショップ事業（天神橋商店街振興組合） 
チャレンジャー１名卒業 ⇒ 開業 
運営委員会を毎月開催                                                                      

３ 中山間地域の商業機能の確保 

⑴ 小さな（田舎）ビジネスの推進【連携 AP６・商 AP16～18】➡資料 2 P.1 

・西土佐地域産業振興推進協議会を中心とした米ナスの振興（メニュー 

開発・普及、キャンペーン）など 

４ 企業誘致 

⑴ 情報通信関連産業の誘致促進【商 AP19～21】➡資料 2 P.20、21 

・県と連携した企業誘致活動を継続 

    

３ 令和６年度上半期の各産業分野の動き③（主なもの）  

8,398 

9,281 

9,572 

10,731 
11,998 

12,975 
14,008 

15,512 
14,002 56,833

67,645 69,071

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

百万円 卸売・小売業年間商品販売額と製造品出荷額等

製造品出荷額等 卸売・小売業年間商品販売額

小売・卸売業年間商品販売額 R６目標:750 億円以上   
製造品出荷額等 R６目標:160 億円以上 

●中心商店街活性化協議会の検証指標（一部抜粋） 

 
Ｒ６目標値 

(H30基準値） 
R2 R3 R4 

はれのば 

入込客数 

120,000人 

/年 

(－) 
105,611人 90,324人 104,341人 

中心商店

街売上 
9億2500万円 

(8億3100万円) 
7億2500万円 7億400万円 7億2100万円 

中心商店

街新規出

店数 

累計16店舗
（２店舗） 

５店舗 １店舗  ４店舗 

※中心商店街売上値は、天神橋商店街の半数以上の店舗の総売上 

※累計値は R1～R6 まで（10➡16 店舗へ上方修正（R4.6.29）） 

 

 

しまんとぴあ開館記念式典 

522人 448人 793人 391人 463人 571人 544人 708人 756人

1,639人 2,059人 1,797人
1,927人 2,227人 2,476人

1,963人 1,256人

2,937人
856人

729人 751人
366人

909人 684人

346人
494人

357人
652人 307人 547人

447人

514人 506人

266人
403人

346人
467人 409人

574人

487人

599人 590人

600人
527人

689人
455人 724人

1,416人 2,590人 895人 997人

1,024人
971人

774人4,591人 4,676人

5,878人
6,208人

5,607人 5,824人

4,743人
4,359人

5,859人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５

商店街歩行者通行量（平日）

東下町 天神橋 一条通 京町 大橋通 栄町

377件

743件

542件
304件

136件 203件

541件 456件

13.5%
18.6%

20.8%
30.3%

46.3%
35.5%

18.5%
23.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0件

200件

400件

600件

800件

1,000件

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

商談件数・成約率推移（市関係事業分）

商談件数 成約率

199,712千円
204,588千円

178,957千円
187,578千円

216,085千円
220,984千円

186,924人
202,307人

161,175人

165,550人
179,356人 171,466人

40千人

80千人

120千人

160千人

200千人

240千人

40百万円

80百万円

120百万円

160百万円

200百万円

240百万円

H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

道の駅よって西土佐売上額及びレジ通過者数

売上額 レジ通過者数

 

藤まつり 
 

12%
28%

5% 8%
22% 22%

6%

▲5% ▲5%

4% 17% 1%

13,527人
14,805人

12,628人

15,146人

15,273人

15,625人
16,716人

17,051人

12,026人
9,501人 9,066人

14,186人
15,214人

18,935人13,307人

16,377人

18,565人
18,995人

17,638人

16,244人

11,418人

9,887人 10,575人

14,311人

▲50%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
-5,000人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

25,000人
道の駅よって西土佐レジ通過者数

前々年比 令和3年度 令和4年度 令和5年度
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分野 令和６年度上半期  

観
光
分
野 

１ 滞在型の観光地づくり 

⑴ 地域の観光資源、フィールドを活かした滞在型の観光商品づくり【連携 AP７・観 AP１～４】）➡資料 2 P.3、4 

・観光動向調査を継続（市観光協会窓口、佐田沈下橋周辺など） 

・リバーベキュープロジェクト（農林水産物の活用、商品開発、観光誘客など） 

 道の駅よって西土佐、星羅四万十を拠点とした取組の推進 

 ＪＢＢＱＡ初級検定、クッキングクラス講習 

・四万十市どっぷり旅得キャンペーン事業（物価高騰対策事業） 

９月～（R7.1月末） クーポン券取扱店：183 

2,000円×市内１万泊（登録数：宿泊施設48） 

1,000円×市内５千体験分（登録数：体験施設８） 

 ・スポーツ―リズムの推進（大会誘致等） 

・田舎暮らし体験受け入れ（５月：32名、６月：55名） 

⑵ 広域連携による周遊観光の推進【観 AP５】➡資料 2 P.4 

・幡多広域観光協議会による商談やモニターツアーの実施、教育旅行受入 

２ 観光商品の外商の推進 

⑴  観光商品のセールス及び情報発信の強化【連携 AP９・観 AP６～７】➡資料 2 P.5、6 

・商談会、モニターツアーの実施、教育旅行、インバウンド対応など 
（市観光協会、幡多広域観光協議会等） 
・デジタルパンフレットの作成、ＳＮＳ（ｲﾝｽﾀ､ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ､YouTube）での情報発信 

・県観光キャンペーン「どっぷり高知旅」と連携したＰＲ活動等 

コンテストへの応募、周遊促進・滞在延長支援事業を活用 

３ おもてなしの向上 

⑴  おもてなし環境の整備【観 AP８～９】➡資料 2 P.23 

・観光客誘致宣伝活動 

 観光パンフレットリニューアル業務 

・２次交通（川バス、市内循環バス、しまんと・あしずり号）の継続運行 

４ 組織力の強化と観光リーダーの発掘・育成 

⑴ 観光人材の育成、確保【観 AP15～16】➡資料 2 P.24 

・バリアフリー観光セミナー、LOILOIしまんとミーティング 

  

  
 

 

 

高知県内の観光入込客数 

 R１年 R２年 Ｒ３年 R４年 Ｒ５年 

入込客数 4,388千人 2,667千人 2,672千人 3,707千人 4,722千人 

前年比 ▲0.5% ▲39.2% ▲0.2% +38.7% +27.4% 

  

1,173,511人

1,185,968人

1,193,182人

1,180,466人 1,194,938人

1,004,518人

995,699人

1,045,105人
1,110,430人

213,316人

210,101人

196,524人

222,115人

236,426人

183,138人
200,238人

232,227人 243,214人

50千人

150千人

250千人

350千人

450千人

550千人

800千人

900千人

1,000千人

1,100千人

1,200千人

1,300千人

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年

観光入込客・市内宿泊者数

観光入込客数 市内宿泊者数

14,501人 11,195人

17,573人
18,729人

22,335人

14,965人

21,515人

31,945人

19,454人20,492人

21,346人

18,177人

15,606人

15,795人

22,013人 18,745人

24,086人

16,585人

21,915人

28,033人

22,073人

21,634人

22,141人

14,588人
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10,000人

15,000人

20,000人

25,000人

30,000人

35,000人

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

出典：市観光動向調査

市内宿泊施設月別利用状況

Ｒ４ Ｒ５

164,857人
159,805人

151,827人

143,678人

146,798人

128,018人

147,689人

179,732人
176,448人

5,896人
6,311人

6,955人
6,164人

6,513人

3,135人

2,374人

3,372人

4,715人

2千人

3千人

4千人
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7千人

8千人
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100千人

120千人
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160千人

180千人

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年

二次交通・公設観光施設等利用者

公設観光施設等 二次交通利用者

３ 令和６年度上半期の各産業分野の動き④（主なもの）  

観光入込客数 R６目標:130万人以上  市内宿泊者数 R６目標:25 万人以上 

 

139人
159人

510人
421人

561人

257人

436人

604人
486人

714人

967人

628人
446人

288人

643人
560人

1,017人

471人

800人
730人

906人

766人
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344人

365人

803人

503人

1,022人

400人

659人
683人

721人

764人

660人
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０

月
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月
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月
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35人
20人 13人 20人 15人

5人 0人
17人

5人 0人

17人 18人
26人

10人 18人 24人 10人
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69人55人 60人

184人

232人

299人

216人

299人

231人

200人

306人
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185人

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月
0人

40人

80人

120人

160人

200人

240人
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320人

360人

観光案内所案内者数（外国人）

R3年度 R4年度 R5年度

2,011 人 
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●産業振興計画の計画期間終了後の取り扱い 

四万十市産業振興計画は、上位計画である「四万十市総合計画」の基本構想を踏まえ、

本市の産業振興について具体的な取組内容を示す個別計画として位置づけられているも

のであり、また、その内容は人口減少に歯止めをかけることを目的に策定している「四万

十市まち・ひと・しごと・創生総合戦略」の基本目標１と同一のものである。 

 現状の産業振興に係る取り組みの進捗管理は「産業振興計画フォローアップ委員会」と

「まち・ひと・しごと創生会議」の両方で行っている状況であるため、総合計画のリーデ

ィング施策として位置付けている総合戦略に統合し、まち・ひと・しごと創生会議で進捗

を行っていくこととしたい。 

 なお、統合後の具体的な進捗管理の方法等については、令和６年度中に事務局（企画広

報課）と事業担当課で調整、整理したうえで、令和６年度下半期産業振興計画検討チーム

会議（本会議）にて、お示しすることとしたい。 

●産業振興計画の期間について 

 産業振興計画の計画期間については、上位計画である総合計画の基本構想及び計画期間

と整合性を図り、期間を定めている。 

 しかし、総合計画や産業振興計画と連動している総合戦略の計画期間は１年延長され、

令和７年度末となっている。 

 このことから、本計画の計画期間を１年延長することで、総合計画や総合戦略と整合性

を図り、さらには総合戦略に総合するうえでも、令和８年度を初年度とする次期総合戦略

策定に向けて、総合戦略と同時期に計画期間中の総括を行うことで、これまでの取り組み

等を踏まえた統合が可能となることから、本計画の期間を令和７年度まで延長することと

したい。 

 

産業振興計画 Ver2 の今後の取り扱いについて 

 

  市長任期 市長任期 市長任期 市長任期 

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

【現行】 

総合計画 

 
    

 
        

 
    

 
        

               

【現行】 

総合戦略 

 
    

 
   

 
    

【現行】 

産振計画 
     

 
        

 

 市長任期 市長任期 市長任期 市長任期 

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

【現行】 

総合計画 

 
    

 
        

 
    

 
        

               

【現行】 

総合戦略 

 
    

 
   

 
    

【改定案】 

産振計画 

 
             

４ 四万十市産業振興計画 Ver2 の今後の取扱いについて 

産振計画 Ver.4 
（５年間） 

産振計画 Ver.3 
（５年間） 

【現行】基本構想 
（H27-R７）11年間 

【次期総合計画】基本構想（８年間） 

【現行】後期基本計画 
（R２-R７）６年間 【次期総合計画】基本計画（８年間） 

第２期総合戦略 
（R２-R７）６年間 

第３期総合戦略（仮称） 

（４年間） 
第４期総合戦略（仮称） 
（４年間） 

【現行】基本構想 
（H27-R７）11年間 

【次期総合計画】基本構想（８年間） 

【現行】後期基本計画 
（R２-R７）６年間 

【次期総合計画】基本計画（８年間） 

第２期総合戦略 
（R２-R７）６年間 

第３期総合戦略（仮称） 

（４年間） 
第４期総合戦略（仮称） 
（４年間） 

産業振興計画 Ver.2 
（R２-R７）６年間 

産業振興計画 Ver.2 
（R２-R６）５年間 

まち・ひと・しごと創生総合戦略へ統合 


